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指導賜わり，ときには親も及ばぬほど親身にご叱正をいただきました。
　ご恩返しもこれからというときに先生を失ったことは，本当に口惜しく残念でございます。今後は，
先生からいただいた教訓を人生に生かして生きていくことがご恩に報いる道と思って頑張る覚悟でご
ざいます。
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《研究ノート》
産学官連携における中間媒介組織のマーケティング論的研究
―財団法人岡山県産業振興財団の産学官連携事業を事例として―
小　　谷　　省　　悟 １
１．はじめに
２．先行研究
３．事例２－財団法人岡山県産業振興財団の産学官連携事業
４．考察－財団法人岡山県産業振興財団の産学官連携事業
５．結びに代えて
１．はじめに
　わが国では，昨今，産業界における技術革新，大学における地域貢献，地域産業活性化等を背景と
して，産学官連携による研究開発が盛んになっている。しかし，成果である製品化，そして企業の収
益ひいては地域産業の活性化までには結びついていないように思われる。
　現在，産学官連携を推進するため，産学官の間を媒介する財団法人等の組織がある。
　そのような組織を産学官連携における「中間媒介組織」として捉え，産学官連携をより効果的，効
率的に推進するために，中間媒介組織のマネジメントを考える必要がある。（以下，中間媒介組織とは，
産学官連携事業を推進するために，各組織の中間に位置し，国や地方公共団体からの補助金，委託料
などの資金を調達し，大学等での研究開発，企業での製品開発を結び付ける組織という意味で用いる。）
　産学官連携の取り組みが難渋する一因として，大学の技術シーズと企業の技術ニーズとが適合でき
ていないことが考えられる。そこで，中間媒介組織が産・学・官のニーズに適応し，“顧客満足”を
得るためには，マーケティング論的視角から考察すると，課題の発見，問題の解決を的確に捉えられ
るのではないかと考えられる。ところが，後述するように，これまで中間媒介組織をマーケティング
論的視角から考察をした既存研究はほとんど見当たらない。
　産学官連携における中間媒介組織の運営をマーケティング論的視角から考察するため，事例として，
岡山県の産学官連携において中間媒介組織として機能している財団法人岡山県産業振興財団（以下「財
団」という）の活動を取り上げる。そして，まず，産学官連携における財団の位置づけを理論的に明
確にした上で，財団が行う産学官連携事業をマーケティング論的視角から考察し，事業の課題及び今
後の対応策を明らかにする。
１　岡山県庁，主幹
２　事例として取り上げた法人の状況は，執筆当時（2009年）のものであり，現時点と体制等状況が変わっている。
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　本稿では，まず，本研究を進めるにあたって，既存研究を整理し，マーケティング論的視角からの
研究が事実上見当たらないことを確認する（２章）。次に事例として財団の産学官連携事業を概観し
た後（３章），流通論的視角による産学官連携事業における財団の存在意義を検討した上で，マーケティ
ング論的視角から産学官連携事業の課題と処方箋をそれぞれ考察する（４章）。最後に，本研究にお
いて明らかになったことと，残された課題について整理する（５章）。
２．先行研究
　最近の研究として，ここ５年に発表された産学官連携に関する論文３を対象として，対象別（産，学，
３　論文提出時（2009年）から起算して５年程度の間，国立国会図書館蔵書検索システムにより抽出された雑誌記事に掲
載の論文を示す。なお，分類について詳しくは，小谷（2009）を参照。
表２−１　既存研究分類表
視角
対象
ネットワーク
・
コーディネータ
・
人材育成
イノベーション
・
価値創造
組織間の障壁
マーケティング
（ニーズとシーズ
のマッチング）
知財マネジメント
・
大学の資源
協働
地域振興
・
地域資源
産
坂口（2008） 後藤他（2004） 福嶋（2008） 多摩信金（2007） 佐藤孝（2007）
渡辺（2003） 南保（2005）
松永（2008）
学
片山他（2003） 佐野（2006） 池内（2003） 鈴木（2006） 飯田（2006） 鹿島（2005）
郡司（2006） 吉国（2008） 高橋（2006） 佐藤親（2007） 寺岡（2005）
林（2006b） 正城（2006）
官 鈴木（2005） 高口他（2007）
公設試験
研究機関※
（公設試）
唐澤（2006） 林（2007） 小野（2005）
林（2006c）
宮嶋（2007）
渡部（2006）
金融機関
佐藤（2008）
山口銀行（2003）
中間媒介組織
青木（2005）
岡田（2007）
化学経済
編集部（2004）
木川（2006）
野本（2006） 論点とする部分
服部（2007）
林（2006a）
北海道銀行（2003）
松井他（2002）
産学官全般
伊藤（2006） 田辺（2007）
石井他（2007）
黒田（2005）
円城寺（2005） 関（2003a）
狩野他（2004） 岡内（2006） 関（2003b）
小池（2006） 谷（2006）
中国経産局（2004）
中上（2006） 戸田（2006）
藤原（2006） 林（2004）
※地方公共団体に設置されている公設試験研究機関のこと。
　岡山県の機関としては，工業技術センター，農業総合センター，生物科学総合研究所，総合畜産センター，林業試験場，水産試験場，木材加工技術
センター，環境保健センターなどがある。
※表中の文献については，巻末資料「既存文献一覧表」を参照。
出典：筆者作成
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官，中間媒介組織等），視角別（ネットワーク，イノベーション，地域振興等）のマトリックスに分類し，
既存研究を整理した（表２－１）。
　その結果，中間媒介組織をマーケティング論的視角から考察した既存研究は見当たらなかった。こ
の点で，本稿は少なくとも産学官連携における中間媒介組織を考察する上で新たな視点を提示できる
ものと考える。さらに，流通論的視角からの考察も提起したい。
2−1　中間媒介組織とマーケティング
　産学官連携において中間媒介組織の経営資源（ヒト・モノ・カネ・情報）を効果的・効率的に活用
する「マーケティング」概念の重要性については，矢吹（2008，p. ₃）に詳しいが，その原点となっ
ている嶋口（1997）の考え方をみてみよう。
　嶋口（1997）は，ドラッカーによるマーケティングの機能の議論（Drucker，1954）を基盤に，「マー
ケティング」を「顧客満足を理念としながら顧客の創造と維持の仕組みを作る機能」と定義し，事業
運営の基本構造を図２－２のように示した。
　すなわち，事業運営の基本命題は株やバクチなどと一線を画する「永続性」にあるが，「顧客満足」
によってのみ顧客は「創造／維持」され，そこで初めて「永続性」が達成できる。そして，「顧客満足」
を追求する機能には，「マーケティング」と新技術やアイデアなどの（新機軸）を事業に取り込む「イ
ノベーション」の２つがあるが，このように顧客の「創造・維持」の仕組みをまずつくり，経営資源
で選択・集中的に対応した際，成果として出てくるのが「利潤」だとされる。換言すれば，事業運営
におけるマーケティングは，前提・中核的かつ事業成長を司る唯一の機能とされるのである。
　具体的には，通例，このマーケティングに用いられる一連の手法や活動は，「マーケティング・ミッ
クス」と総称され，マーケティングの研究や実務では，それらの諸要素を４つのカテゴリーに分けて
提示される。すなわち，「Product （製品）」，「Price （価格）」，「Place （チャネル）」，「Promotion （プロモー
ション）」である。これらのカテゴリーは，その頭文字を取って「マーケティングの4P」と呼ばれる。
この4Pという“枠組み”は，現象を深く考察したり，企業活動の戦略的な展開をしたりする際に，そ
出典：嶋口（2000，p. 3）図１を参考に筆者作成
図２−２　マーケティングの構造
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の分析的な思考を導くためのものである。この枠組みを用いる意義については，①バランスのとれた
理解と対応が可能になること，②統合的な認識や実践が生まれることが，特に強調される（石井・嶋
口他，2004，p. 30 〜 36）。
　そこで，中間媒介組織が行う産学官連携事業をマーケティング論的に課題やその処方箋を分析する
に当たって，その事業を4Pという枠組みに整理した上で，中間媒介組織が行う産学官連携事業を進
めていく上での課題と処方箋を考察していきたい。
2−2　中間媒介組織と流通機能
　中間媒介組織は，産学官それぞれの組織の中間に位置し，大学の有する技術シーズや企業ニーズ等
の情報，国等の補助金や委託料等の資金調達などを媒介し，産学官連携を円滑に行う機能を有してい
る。この機能は商人が生産者と消費者の間にあって果たしている機能，つまり，生産者から消費者へ
のモノの移転という流通過程における機能（流通機能４）と同視することができる。
　この流通機能によって，商人が介入しない場合に比べて取引を結ぶためにかかる取引コストを下げ
る様々な効果５が生じるが，中間媒介組織が産学官連携事業を担う場合に最も有効に働く効果として
は，「取引総数最小化の原理」の観点から議論できる。
　取引総数最小化の原理（principle of minimum total transaction）は，マーガレット・ホール（M. Hall）
により提示された。下図２－３に示すように，商人（卸売業者や小売業者などの流通業者）が介在す
ることによって，介在しない場合に比べ，取引総数が減少し，取引コストは節約されるというもので
あり，流通業者，特に卸売業者の存在意義を説明する場合にしばしば取り上げられている。
　そこで，流通論的視角からの考察については，「取引総数最小化の原理」の観点から産学官連携に
おける中間媒介組織の存在意義を検討したい。
４　流通機能には，所有権移転機能，危険負担機能，物流機能（輸送機能，保管機能），情報伝達機能がある（石川2007 p. 
43）。
５　効果には，①取引総数最小化の原理，②不確実性プールの原理（集中貯蔵の原理），③情報縮約・整合（斉合）の原理，
④規模と範囲の経済がある（石川，2007，p. 48 〜 53）。
出典：石川（2007，p. 48）図表３－４を元に筆者作成
図２−３　商人（卸売業者，小売業者）介在による取引数の削減
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３．事例－財団法人岡山県産業振興財団の産学官連携事業 
3−1　財団の概要
　財団法人岡山県産業振興財団（所在地：岡山市）は，商工業の高度化，産業技術の振興等に関する
事業を総合的かつ効果的に推進することにより，県内企業の振興及び発展を図り，地域産業の発展に
寄与することを目的に，平成13年４月１日，財団法人岡山県中小企業振興協会等３団体６を発展的に
統合したものである。
　財団の主な事業としては，①中小企業の体質改善及び経営基盤の強化等に関する事業，②中小企業
の経営資源の充実を図るために必要な事業，③産業技術の振興に関する事業，④新事業の創出に関す
る事業，⑤岡山TLO７ に関する事業等がある。
　平成20年４月１日現在，常勤役員の理事長及び常務理事２名，総務部（32人），経営支援部（35人）
及び技術支援部（18人）の３部と中小企業再生支援協議会（７人）で構成される。役員（常勤）・職
員数は94人である。
　総務部では，総務企画課，設備資金課，岡山TLO等を設け，会議室管理，賛助会，設備貸与，技術
移転等を行っている。経営支援部では，中小企業支援センター，産業人材育成支援室等を設け，経営
相談，ベンチャー育成支援，産業人材育成等を行っている。技術支援部では，産学官連携支援グルー
プ，開発支援グループを設け，産学官連携，人材ネットワーク強化，研究プロジェクト支援などを行っ
ている。中小企業再生支援協議会では，中小企業再生支援相談窓口を開設し，経営改善に関する相談
などを行っている。
　財団は，各都道府県に原則一つ置かれることとなっている中小企業支援法に基づく「岡山県中小企
業支援センター」，中小企業新事業支援活動促進法に基づく「中核的支援機関」，産業活力再生特別措
置法に基づく「中小企業再生支援協議会」の運営機関であり，中小企業支援の要として位置づけられ
ている。
　また，岡山県において産学官連携を推進する協働事業８を積極的に展開していく上で，産学官連携
にかかる情報の集約と協働事業の総合調整・進行管理を行う拠点として，平成19年６月に岡山産学官
連携センターが設置された。その事務局も財団にあり，産学官連携の要ともなっている。
６　３団体とは，①財団法人岡山県中小企業振興協会（昭和43年８月８日設立），②財団法人岡山県中小企業研修情報セ
ンター（昭和56年５月設立，平成13年３月末解散），③岡山県新技術振興財団（昭和58年12月設立，平成13年３月末解散）
を指す。
７　TLOとは「Technology Licensing Organization」（技術移転機関）の略称で，大学等の研究成果（発明等）に関して，出
願前に特許を受ける権利を大学等から譲り受けて特許化し，あるいは大学等が特許を保有する場合には大学等から専用
実施権の設定あるいは特許権の譲渡を受けて，それを企業に技術移転する機関のことである。詳細については本稿182
ページ⑵２）岡山TLOの概要を参照。なお，岡山TLOの事業は，平成24年３月末をもって終了した。
８　協働事業は，経済団体や大学等県内の主要機関が連携して設立された「岡山・産学官連携推進会議」において，構成
機関が役割分担をしながら進めている事業である。事業内容は，①おかやまコーディネータ連絡協議会，②インターン
シップ制度の充実・普及，③新たな時代に対応した企業人材の育成，④100社訪問キャラバン隊，⑤100研究室訪問，⑥
産学官連携情報発信，⑦交流の場の積極的提供がある。
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3−2　財団における産学官連携事業の概要
　平成19年度事業報告によると，産学官連携事業としては，技術支援部が所管する大学等への委託研
究及び総務部が所管する岡山TLOによる技術移転がある。そこで，技術支援部及び総務部での事業概
要等について，以下概観する。
⑴　技術支援部
１）事業概要
　技術支援部事業として，産学官連携による共同研究の推進や異業種交流等の活動を支援し，クラス
ターの形成，新商品の開発や新産業・新事業の創出を図るため，「産学官の連携」，「共同研究開発の
支援」，「研究プロジェクト支援」及び「都市エリア産学官連携促進事業（発展型）」と大別された施
策の中で事業が行われている。主な事業実績としては，委託研究（32件），おかやまコーディネータ
連絡協議会（４回），100社訪問キャラバン隊（17社）等である。
　このうち，「おかやまコーディネータ連絡協議会」は，企業ニーズと大学（研究機関）の持つ研究
成果のコーディネート活動を行うために岡山県内の大学や産業支援機関等９に配置されているコー
ディネータ等の相互の交流や情報の共有化を図り，また，コーディネート能力の向上に資する事業を
実施することにより，産学官連携の一層の促進を図ることを目的としている。そして具体的な事業内
容としては，①コーディネータ等の連携強化，②産学官連携に関する情報提供，③コーディネート能
力を高めるためのセミナー等の開催，④共同研究の促進等，産学官連携の推進に資する事業，⑤国等
が実施するコーディネータ研修等への参加促進などの事業を行っている。
⑵　総務部
１）事業概要
　総務部事業の産学官連携と関係のある事業として，岡山TLOによる技術移転事業を行い，知的財産
を活かしたものづくりの振興に寄与している。
２）岡山TLOの概要
　岡山TLOは，岡山県および岡山大学の応援を得ながら準備を進め，県内大学等，公設試験研究機関，
並びに産業界の幅広い参画を得て，産学官の連携・協力体制のもと事業を展開する「地域型」TLOと
して平成16年４月１日に設置された。事務局は，研究成果の発掘から，技術移転，事業化までを一貫
して支援できる財団に置かれている。また，大学等の技術の評価・権利化・移転や，企業ニーズの発
掘・マッチングには専門的知識が必要なため，特許流通アドバイザー１名，技術移転コーディネータ
２名が配置されている。
　岡山TLOの事業は，平成16年４月28日，全国で37番目に，大学等技術移転促進法10（TLO法）に基づ
く承認を受けた。
　平成20年９月１日現在，企業会員11は236社（県内222社，県外14社），大学等会員12は10大学等である。
９　商工会，商工会議所，市の支援機関，NPO等が含まれる。
10　正しくは「大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律」（平成10年法律第52号）
11　企業会員とは，岡山TLOが提供する特許等を自らの事業で実施し，新事業展開，新製品開発，製品改善等に活用する
企業をいう。（財団法人岡山県産業振興財団岡山TLO会員規約第２条第２項）
12　大学等会員とは，岡山TLO事業の趣旨に賛同し，研究成果等に関する提供等の事業協力を行うとともに，岡山TLOを
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3−2　財団における産学官連携事業の概要
　平成19年度事業報告によると，産学官連携事業としては，技術支援部が所管する大学等への委託研
究及び総務部が所管する岡山TLOによる技術移転がある。そこで，技術支援部及び総務部での事業概
要等について，以下概観する。
⑴　技術支援部
１）事業概要
　技術支援部事業として，産学官連携による共同研究の推進や異業種交流等の活動を支援し，クラス
ターの形成，新商品の開発や新産業・新事業の創出を図るため，「産学官の連携」，「共同研究開発の
支援」，「研究プロジェクト支援」及び「都市エリア産学官連携促進事業（発展型）」と大別された施
策の中で事業が行われている。主な事業実績としては，委託研究（32件），おかやまコーディネータ
連絡協議会（４回），100社訪問キャラバン隊（17社）等である。
　このうち，「おかやまコーディネータ連絡協議会」は，企業ニーズと大学（研究機関）の持つ研究
成果のコーディネート活動を行うために岡山県内の大学や産業支援機関等９に配置されているコー
ディネータ等の相互の交流や情報の共有化を図り，また，コーディネート能力の向上に資する事業を
実施することにより，産学官連携の一層の促進を図ることを目的としている。そして具体的な事業内
容としては，①コーディネータ等の連携強化，②産学官連携に関する情報提供，③コーディネート能
力を高めるためのセミナー等の開催，④共同研究の促進等，産学官連携の推進に資する事業，⑤国等
が実施するコーディネータ研修等への参加促進などの事業を行っている。
⑵　総務部
１）事業概要
　総務部事業の産学官連携と関係のある事業として，岡山TLOによる技術移転事業を行い，知的財産
を活かしたものづくりの振興に寄与している。
２）岡山TLOの概要
　岡山TLOは，岡山県および岡山大学の応援を得ながら準備を進め，県内大学等，公設試験研究機関，
並びに産業界の幅広い参画を得て，産学官の連携・協力体制のもと事業を展開する「地域型」TLOと
して平成16年４月１日に設置された。事務局は，研究成果の発掘から，技術移転，事業化までを一貫
して支援できる財団に置かれている。また，大学等の技術の評価・権利化・移転や，企業ニーズの発
掘・マッチングには専門的知識が必要なため，特許流通アドバイザー１名，技術移転コーディネータ
２名が配置されている。
　岡山TLOの事業は，平成16年４月28日，全国で37番目に，大学等技術移転促進法10（TLO法）に基づ
く承認を受けた。
　平成20年９月１日現在，企業会員11は236社（県内222社，県外14社），大学等会員12は10大学等である。
９　商工会，商工会議所，市の支援機関，NPO等が含まれる。
10　正しくは「大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律」（平成10年法律第52号）
11　企業会員とは，岡山TLOが提供する特許等を自らの事業で実施し，新事業展開，新製品開発，製品改善等に活用する
企業をいう。（財団法人岡山県産業振興財団岡山TLO会員規約第２条第２項）
12　大学等会員とは，岡山TLO事業の趣旨に賛同し，研究成果等に関する提供等の事業協力を行うとともに，岡山TLOを
産学官連携における中間媒介組織のマーケティング論的研究 333
大学等の特許268件を取り扱い，技術移転契約累計件数は49件である。県内大学の特許技術の多くは
県外企業へ移転され，特に「医療・医薬分野」では，技術移転実績26件のうち，20件が県外企業であ
る。一方，県内企業のニーズが高い「食品分野」や「機械・加工分野」では，それぞれ２件，８件で
あり，医療・医薬分野より少ない。
　このように，県内だけで技術シーズと企業ニーズをマッチングさせるには限度があり，さらに県内
企業へ技術移転を進めるためには，地域を拡大していく必要がある。
　そこで，岡山TLOは平成20年７月，山口・四国・長崎・沖縄の4TLOと技術移転協力に関する協定
を締結し，業務連携を開始した13。
　この提携に伴い構築された「連携データベース」（非公開）によって，各TLOが有する技術シーズ
や企業ニーズのマッチングに対し，迅速かつ広範囲な情報収集・提供が可能となった。今後，技術移
転や事業化の実績が蓄積されれば，企業会員やロイヤルティの増加が見込まれる。さらに，協定では
岡山TLOが連携先TLO保有の特許を企業へ紹介し，技術移転に成功した場合，連携先TLOから協力金
が得られることも盛り込まれている。
3−3　財団による研究開発の進め方・問題点の認識
⑴　委託費（研究費）
　大学の研究者が持つ研究テーマと企業のニーズがマッチングされると，次に，研究プロジェクトの
研究費を算出する。まず，大学等が研究開発の目標を達成するために必要な工数，設備，場所を積算し，
その積算した費用を財団が大学等へ支払う委託費用として資金調達を行う。したがって，委託費と研
究費とのミスマッチは生じにくい。しかし，「ニーズがあっても，研究費が膨大」な場合，産学官間で「費
用負担で折り合いがつかない」場合，さらに国等の「委託研究として採択されず，研究費が調達され
ない」場合等には，「研究は止まってしまうことがある。」（技術支援部A氏）
⑵　ニーズへの対応
　国等の委託研究として採択されるためには，「研究内容が企業ニーズに合っているかどうか」（A氏）
が求められる。そこで，財団では「ニーズに対応できる研究者が岡山県内の大学等や企業にいない場
合には，県外の大学等の研究者にも参加を要請する」（A氏）など，研究内容を企業ニーズに合わせ
るようにしている。
　あるいは，自動車の製品開発では，メーカーのニーズに合わせている。「メーカー側が消費者ニー
ズを把握していることや研究した技術を使って（買って）くれるのは自動車会社でありディーラーで
はないので，ディーラーを研究開発に参入させる必要はない。」（A氏）
⑶　コーディネータの役割
　「コーディネータ」とは，「総称であり，相談員，アドバイザー，マネージャー等，コーディネータ
最優先の技術移転機関として位置付け，活用する大学等をいう。（財団法人岡山県産業振興財団第２条第３項岡山TLO
会員規約第２条第２項）
13　平成20年７月28日付け『お知らせ』（技術移転協力に関する協定書締結について）及び「財団レポート1TLO間広域連
携について」『おかやま産業情報』2008年10月号参照。
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業務ではない役割を持った方もいる。おかやまコーディネータ連絡協議会には，約50人程度のコーディ
ネータがいるが，共同研究のために産業界と大学等を結びつけるというような業務を目的として働い
ている人は少なく，20人ほどではないだろうか。」（A氏）
　また，コーディネータは，特に中小企業では，「研究開発の依頼内容が漠然としていることがある
ので，研究開発を明確にさせるような指導を行うこと」（A氏）もしている。このように，コーディネー
タは，単に事務処理をするというのではなく，結びつけようとする分野の技術をある程度理解した上
で，それを大学等の先生へつなげるための様々な手法も身につけていることが必要となる。したがっ
て，「そのような能力を持っている人は，なかなか見つからない」（理事長）。さらに，分野を細分化
してマッチングを進めれば効果的であろうが，「多数のコーディネータを支えるには今より多くの資
金が必要」（理事長）である。
⑷　委託期間
　A氏が理想的と考えている仕組みがある。それは，「将来的には，単に大学が作った技術シーズを
技術移転していくだけでなく，企業のニーズがある研究開発を財団の独自資金を投じて進めて技術
シーズを創り，それを自らのTLOを通して技術移転していく」というものである。そして，このよう
な仕組みを作ることにより，「研究開発への資金投資と創り出された技術シーズの技術移転に伴うロ
イヤルティによる資金回収という資金循環の仕組みができれば，県民等に分かりやすく説明できるよ
うになるだろう。」
　このような仕組みを想定すれば，委託研究を短期化させて，ロイヤルティによる投資の早期回収が
可能と考えられる。しかし，「短期化して早々に委託をやめてしまうと研究費用の工面がつかなくなり，
かえって研究開発の長期化を招く恐れがある。ところが，長期化すると費用や実用化までの期間が長
くなる。つまり，各分野における適正な期間を確保することが，研究成果の早期完成につながる。」（岡
山TLOのB氏）
　したがって，「研究の進捗管理の徹底」（B氏）が，長期化の防止及び事業化へ向けた研究の堅持に
有効である。
⑸　技術移転と研究開発との関係
　岡山県の委託研究から出てきて技術移転に結びついたものは７件ある。医療・医薬分野，食品分野
及び機械加工分野の３分野で委託事業の成果が企業へ技術移転された。
　技術シーズというのは，「大学の先生の頭にあるアイデアを研究室の中で研究し，おぼろげな技術
のタネとして，何かいいものができそうとなった時に，特許を出す。その状態が一般に技術シーズと
いわれる。したがって，それがすぐ技術移転に結びつくかどうかは，最終的な商品が見えるものにつ
いては，そのまま技術移転されるケースもあれば，もっと見極めができないと将来事業化できるかど
うかわからないケースもある」（B氏）。「後者のケースでは，委託研究費を調達し，もっとスケールアッ
プした実験をやってその先を見極めるというステップ」が必要となる。そして，「委託研究を進めて
いくことによって，実用化のためのさらなる技術が新たな特許として出てくる。したがって，その委
託研究から出てくる特許と，委託研究までに出てくる特許の２種類が存在する。」
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業務ではない役割を持った方もいる。おかやまコーディネータ連絡協議会には，約50人程度のコーディ
ネータがいるが，共同研究のために産業界と大学等を結びつけるというような業務を目的として働い
ている人は少なく，20人ほどではないだろうか。」（A氏）
　また，コーディネータは，特に中小企業では，「研究開発の依頼内容が漠然としていることがある
ので，研究開発を明確にさせるような指導を行うこと」（A氏）もしている。このように，コーディネー
タは，単に事務処理をするというのではなく，結びつけようとする分野の技術をある程度理解した上
で，それを大学等の先生へつなげるための様々な手法も身につけていることが必要となる。したがっ
て，「そのような能力を持っている人は，なかなか見つからない」（理事長）。さらに，分野を細分化
してマッチングを進めれば効果的であろうが，「多数のコーディネータを支えるには今より多くの資
金が必要」（理事長）である。
⑷　委託期間
　A氏が理想的と考えている仕組みがある。それは，「将来的には，単に大学が作った技術シーズを
技術移転していくだけでなく，企業のニーズがある研究開発を財団の独自資金を投じて進めて技術
シーズを創り，それを自らのTLOを通して技術移転していく」というものである。そして，このよう
な仕組みを作ることにより，「研究開発への資金投資と創り出された技術シーズの技術移転に伴うロ
イヤルティによる資金回収という資金循環の仕組みができれば，県民等に分かりやすく説明できるよ
うになるだろう。」
　このような仕組みを想定すれば，委託研究を短期化させて，ロイヤルティによる投資の早期回収が
可能と考えられる。しかし，「短期化して早々に委託をやめてしまうと研究費用の工面がつかなくなり，
かえって研究開発の長期化を招く恐れがある。ところが，長期化すると費用や実用化までの期間が長
くなる。つまり，各分野における適正な期間を確保することが，研究成果の早期完成につながる。」（岡
山TLOのB氏）
　したがって，「研究の進捗管理の徹底」（B氏）が，長期化の防止及び事業化へ向けた研究の堅持に
有効である。
⑸　技術移転と研究開発との関係
　岡山県の委託研究から出てきて技術移転に結びついたものは７件ある。医療・医薬分野，食品分野
及び機械加工分野の３分野で委託事業の成果が企業へ技術移転された。
　技術シーズというのは，「大学の先生の頭にあるアイデアを研究室の中で研究し，おぼろげな技術
のタネとして，何かいいものができそうとなった時に，特許を出す。その状態が一般に技術シーズと
いわれる。したがって，それがすぐ技術移転に結びつくかどうかは，最終的な商品が見えるものにつ
いては，そのまま技術移転されるケースもあれば，もっと見極めができないと将来事業化できるかど
うかわからないケースもある」（B氏）。「後者のケースでは，委託研究費を調達し，もっとスケールアッ
プした実験をやってその先を見極めるというステップ」が必要となる。そして，「委託研究を進めて
いくことによって，実用化のためのさらなる技術が新たな特許として出てくる。したがって，その委
託研究から出てくる特許と，委託研究までに出てくる特許の２種類が存在する。」
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⑹　地域TLOの広域連携
　近時，地域のTLOが広域連携したが，企業にとってメリットがあり，財団にとってもメリットがあ
るが，課題もある。岡山TLOでは，企業と技術シーズをつなぐ役割をするコーディネータが２名いるが，
対象となる技術シーズが増えると，データベースの中に入った有望な技術を選別し，それを直接企業
へ訪問して紹介するというコーディネータの業務が増える。このため，「コーディネータの人数を増
やさないと対応できなくなる」（B氏）。また，他のTLOが取り上げてくれるような「魅力ある技術シー
ズ」（B氏）をそろえていく必要がある。
４．考察－財団法人岡山県産業振興財団の産学官連携事業
4−1　流通論的視角による産学官連携事業における財団の存在意義
　２－２で述べたように，中間媒介組織が担う産学官連携の円滑に行う機能は，商人が生産者と消費
者の間で果たしている流通過程における機能（流通機能14）と同様であり，商人が介入しない場合よ
りも取引を結ぶために必要な取引コストを下げる様々な効果15が生じる。このうち，中間媒介組織が
産学官連携事業を担う場合に最も有効に働く効果である「取引総数最小化の原理」の観点から考察し
てみよう。
　産・学・官各組織は，相互に連携を密にしながら研究開発，研究資金調達等を行っている。このよ
うな各組織で相互に行われている“取引”の関係を，①産学官それぞれの組織自身が窓口となり，産
学官それぞれの組織を相手として直接取引する場合，②中間媒介組織が窓口となり，産学官それぞれ
の組織は中間媒介組織を相手として取引を行う場合に分け，図を用いて考えてみよう（図４－１）。
14　流通機能には，所有権移転機能，危険負担機能，物流機能（輸送機能，保管機能），情報伝達機能がある（石川，2007， 
p. 43）。
15　効果には，①取引総数最小化の原理，②不確実性プールの原理（集中貯蔵の原理），③情報縮約・整合（斉合）の原理，
④規模と範囲の経済がある（石川，2007，p. 48 〜 53）。
出典：筆者作成
図４−１　産学官連携における中間媒介組織との関係の図示
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　そして，現実には，産学官の各組織は複数あることを踏まえ，産学官それぞれの組織が５者存在す
ると仮定した場合を考えると，図４－２のように表すことができる。
　すると，中間媒介組織がない場合（A）取引総数は125（I×U×G＝₅×₅×₅）となる一方，中間媒
介組織がある場合（B），取引総数は15（I＋U＋G＝₅＋₅＋₅）となると考えられる。このとき，取引
総数は12％（15÷125×100）に減少する。
　このことは，産学官の３者間取引であるため，通常「取引総数最小化の原理」の例で取り上げられ
る生産者と消費者の２者間取引（取引総数は25から11へ44％に減少する16）より，さらに効果的であ
ることを示している。
　具体的に，岡山TLOについて考えてみよう。産（企業会員）236社，学（大学等会員）10大学等，官（国
及び自治体）６団体等17とすると，岡山TLOを介さず直接取引を行う場合は236×10×6となり，取引
総数は14,160となる。一方，岡山TLOを介して取引を行う場合は236＋10＋6となり，取引総数は252
となる。このとき，取引総数は1.78％（252÷14,160×100）に減少する。
　このように，実際には，参加者が多数であるため，上図４－２で仮定した場合よりもはるかに「取
引総数最小化の原理」による効果が現れていると考えられる。
　したがって，中間媒介組織が介入することで，産学官連携全体における取引上のコストが節約され
る。つまり，産学官連携において中間媒介組織の存在意義があるといえる。
16　石川（2007，p. 48 〜 49）の例では，それぞれ別のモノを生産する生産者が５人おり，それら５種類の別のものすべ
てを求める消費者が５人いるとする。この時それぞれの生産者がそれぞれの消費者と直接取引すれば，取引総数は25
（₅×₅）となる。しかし，５種類別々のモノを生産する生産者と取引し，収集する流通業者（卸売業者），その流通業者（卸
売業者）の扱っている５種類の商品を直接消費者に販売する流通業者（小売業者），その流通業者（小売業者）から，
５種類すべてを購入する消費者が５人存在したとするならば，生産者（A−E）と卸売業者（Y）との取引数は５。卸売
業者（Y）と小売業者（Z）との取引数は１。小売業者（Z）と消費者（a−e）との取引数は５となり，すべてを合計すると，
11となり，商人（卸売業者，小売業者）の介入がなく取引する数よりも減少する。
17　平成19年度決算資料によると，国（経済産業省），岡山県及び市（倉敷，津山，総社，高梁の各市）の計６団体等か
ら補助金等を受けている。
出典：筆者作成
図４−２　産学官連携における中間媒介組織との関係の図示（産学官各組織が５者の場合）
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　そして，現実には，産学官の各組織は複数あることを踏まえ，産学官それぞれの組織が５者存在す
ると仮定した場合を考えると，図４－２のように表すことができる。
　すると，中間媒介組織がない場合（A）取引総数は125（I×U×G＝₅×₅×₅）となる一方，中間媒
介組織がある場合（B），取引総数は15（I＋U＋G＝₅＋₅＋₅）となると考えられる。このとき，取引
総数は12％（15÷125×100）に減少する。
　このことは，産学官の３者間取引であるため，通常「取引総数最小化の原理」の例で取り上げられ
る生産者と消費者の２者間取引（取引総数は25から11へ44％に減少する16）より，さらに効果的であ
ることを示している。
　具体的に，岡山TLOについて考えてみよう。産（企業会員）236社，学（大学等会員）10大学等，官（国
及び自治体）６団体等17とすると，岡山TLOを介さず直接取引を行う場合は236×10×6となり，取引
総数は14,160となる。一方，岡山TLOを介して取引を行う場合は236＋10＋6となり，取引総数は252
となる。このとき，取引総数は1.78％（252÷14,160×100）に減少する。
　このように，実際には，参加者が多数であるため，上図４－２で仮定した場合よりもはるかに「取
引総数最小化の原理」による効果が現れていると考えられる。
　したがって，中間媒介組織が介入することで，産学官連携全体における取引上のコストが節約され
る。つまり，産学官連携において中間媒介組織の存在意義があるといえる。
16　石川（2007，p. 48 〜 49）の例では，それぞれ別のモノを生産する生産者が５人おり，それら５種類の別のものすべ
てを求める消費者が５人いるとする。この時それぞれの生産者がそれぞれの消費者と直接取引すれば，取引総数は25
（₅×₅）となる。しかし，５種類別々のモノを生産する生産者と取引し，収集する流通業者（卸売業者），その流通業者（卸
売業者）の扱っている５種類の商品を直接消費者に販売する流通業者（小売業者），その流通業者（小売業者）から，
５種類すべてを購入する消費者が５人存在したとするならば，生産者（A−E）と卸売業者（Y）との取引数は５。卸売
業者（Y）と小売業者（Z）との取引数は１。小売業者（Z）と消費者（a−e）との取引数は５となり，すべてを合計すると，
11となり，商人（卸売業者，小売業者）の介入がなく取引する数よりも減少する。
17　平成19年度決算資料によると，国（経済産業省），岡山県及び市（倉敷，津山，総社，高梁の各市）の計６団体等か
ら補助金等を受けている。
出典：筆者作成
図４−２　産学官連携における中間媒介組織との関係の図示（産学官各組織が５者の場合）
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4−2　マーケティング論的視角による財団の産学官連携事業の考察
⑴　4Pの枠組みを用いた財団の産学官連携事業のマーケティング分析
　次に，財団の経営資源（ヒト・モノ・カネ・情報）を効果的・効率的に活用し，産学官連携事業を
進めるため，２－１で述べたマーケティング論的視角から考察してみよう。まず，4Pの枠組みを用
いた財団の産学官連携事業のマーケティング分析を行ってみよう。
　前章の事例を踏まえて産学官連携事業における研究開発を考えた場合，下図４－３のように，おお
よそ３つのパターンを想定することができよう。
　パターン①と②は，企業のニーズに対応できる製品化技術がない場合である。
　パターン①は，大学の研究者が持つ「アイデア」が，企業が求める製品開発に必要な技術シーズと
なるかどうかを委託研究によって見極め，製品化技術と判明すれば，技術シーズを特許化した上で，
企業への技術移転を経て，製品化を進めるという流れを示す。
　パターン②は，「おぼろげな技術」（特許化された技術レベル）を用いている点で，パターン①と異
なっている。委託研究によって製品化技術と判明すれば，「おぼろげな技術」は製品化に必要である
ことが「はっきりした技術」となる。さらに，委託研究中に製品化に必要な技術シーズが新たに開発
されていれば，それと合わせて２種類の技術シーズが生まれる。
　そして，パターン③は，製品化技術がない場合である。この場合，企業への技術移転を先行した後，
委託研究によって量産化技術等を確立させて製品化を進めるという流れを示す。パターンが変わるの
は，早期の製品化を見越した企業は，先に特許を移転し，その製品に対する独占的権利を確保するた
めである。なお，このパターンは，食品関係の分野で当てはまるものが多い。
　このように研究開発については，委託研究と技術移転が関連していることがわかる。そこで，委託
研究の活動と技術移転の活動について4Pの観点から分析してみよう。
出典：筆者作成
図４−３　研究開発のパターン図
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　まず，委託研究の4Pを考える。財団は企業が製品化に必要な技術シーズを創出する研究プロジェ
クトを立ち上げ，大学等にその研究プロジェクトを委託する。そのために，財団は説明会等を開催し，
県内大学等へ向けて研究プロジェクトを受託するよう募り，そして応募があれば，財団は自らの費用
負担によって大学等へ研究プロジェクトを委託する。この場合，事業の主体は財団，客体は県内大学
等となる。また，4Pについては，「Product （製品）」は産のニーズを反映した「研究プロジェクト」，「Price 
（価格）」は事業主体の財団が費用負担するいわゆる「マイナスのプライシング」としての「委託研究
費」，「Place （チャネル）」は県内大学等の研究者や研究プロジェクト等を熟知した「コーディネータ」，
「Promotion （プロモーション）」は「研究プロジェクトの説明会等」と考えられる。
　また，委託研究における財団の成果としては，まず，研究プロジェクト受託件数が実績となる。そ
して，研究プロジェクトによって開発された新技術の完成が成果となる。その後，特許化，技術移転
を通じてロイヤルティが発生し収益を得ることになるとともに，地域産業活性化へ寄与することにな
る。それぞれの段階の成果を，短期，中期，長期の成果としてみることができる。
　次に，技術移転（TLO）の4Pを考える。TLOは特許権化した大学等の技術シーズと，企業の製品化
技術ニーズとをマッチングさせる。そして，マッチングできれば，企業はロイヤルティを支払い，技
術移転が行われる。この場合，事業の主体は委託研究と同様に財団であるが，客体は企業会員となる。
4Pについては，「Product （製品）」は大学等にある「既存技術 （特許）」，「Price （価格）」は客体である
企業会員が負担する「ロイヤルティ」，「Place （チャネル）」は特許技術の中から企業に合ったものを
選び，丁寧に紹介する「コーディネータ」，「Promotion （プロモーション）」は「既存研究の説明会等」
と考えられる。
　そして，委託事業と同様に，技術移転（TLO）における財団の成果を短期，中期，長期の各段階と
して示すと，短期的段階では技術移転件数であり，中期的段階では技術利用による製品化である。そ
して，長期的段階では，製品売上による企業収益の増加であり，ひいては地域産業活性化に繋がると
考える。
表４−４　財団の産学官連携事業の4P整理表
実用化技術 なし あり
事業区分 委託研究 技術移転（TLO）
主体 財団
客体 県内大学等 企業（企業会員236社）
Product （製品） 研究プロジェクト（産のニーズを反映） 既存技術（学の有する技術）
Price （価格）
委託研究費（財団負担）
－マイナスのプライシング－
ロイヤルティ
Place （チャネル） コーディネータ
Promotion
（プロモーション）
研究プロジェクトの説明会　等 研究成果の説明会　等
成果
短期 研究プロジェクトの受託件数 技術移転件数
中期 新技術の完成 実用化
長期
技術移転によるロイヤルティの確保
地域産業活性化への寄与
新製品販売による企業利益の増加
地域産業活性化
出典：筆者作成
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　まず，委託研究の4Pを考える。財団は企業が製品化に必要な技術シーズを創出する研究プロジェ
クトを立ち上げ，大学等にその研究プロジェクトを委託する。そのために，財団は説明会等を開催し，
県内大学等へ向けて研究プロジェクトを受託するよう募り，そして応募があれば，財団は自らの費用
負担によって大学等へ研究プロジェクトを委託する。この場合，事業の主体は財団，客体は県内大学
等となる。また，4Pについては，「Product （製品）」は産のニーズを反映した「研究プロジェクト」，「Price 
（価格）」は事業主体の財団が費用負担するいわゆる「マイナスのプライシング」としての「委託研究
費」，「Place （チャネル）」は県内大学等の研究者や研究プロジェクト等を熟知した「コーディネータ」，
「Promotion （プロモーション）」は「研究プロジェクトの説明会等」と考えられる。
　また，委託研究における財団の成果としては，まず，研究プロジェクト受託件数が実績となる。そ
して，研究プロジェクトによって開発された新技術の完成が成果となる。その後，特許化，技術移転
を通じてロイヤルティが発生し収益を得ることになるとともに，地域産業活性化へ寄与することにな
る。それぞれの段階の成果を，短期，中期，長期の成果としてみることができる。
　次に，技術移転（TLO）の4Pを考える。TLOは特許権化した大学等の技術シーズと，企業の製品化
技術ニーズとをマッチングさせる。そして，マッチングできれば，企業はロイヤルティを支払い，技
術移転が行われる。この場合，事業の主体は委託研究と同様に財団であるが，客体は企業会員となる。
4Pについては，「Product （製品）」は大学等にある「既存技術 （特許）」，「Price （価格）」は客体である
企業会員が負担する「ロイヤルティ」，「Place （チャネル）」は特許技術の中から企業に合ったものを
選び，丁寧に紹介する「コーディネータ」，「Promotion （プロモーション）」は「既存研究の説明会等」
と考えられる。
　そして，委託事業と同様に，技術移転（TLO）における財団の成果を短期，中期，長期の各段階と
して示すと，短期的段階では技術移転件数であり，中期的段階では技術利用による製品化である。そ
して，長期的段階では，製品売上による企業収益の増加であり，ひいては地域産業活性化に繋がると
考える。
表４−４　財団の産学官連携事業の4P整理表
実用化技術 なし あり
事業区分 委託研究 技術移転（TLO）
主体 財団
客体 県内大学等 企業（企業会員236社）
Product （製品） 研究プロジェクト（産のニーズを反映） 既存技術（学の有する技術）
Price （価格）
委託研究費（財団負担）
－マイナスのプライシング－
ロイヤルティ
Place （チャネル） コーディネータ
Promotion
（プロモーション）
研究プロジェクトの説明会　等 研究成果の説明会　等
成果
短期 研究プロジェクトの受託件数 技術移転件数
中期 新技術の完成 実用化
長期
技術移転によるロイヤルティの確保
地域産業活性化への寄与
新製品販売による企業利益の増加
地域産業活性化
出典：筆者作成
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　このように，委託研究と技術移転（TLO）の活動を4Pの観点から分析し，短期，中期，長期のそれ
ぞれの成果を考え，これらを表として整理した（表４－４）。
　次に，同表を踏まえ，理論的に考えられる財団の課題とその処方箋を考察しよう。
⑵　財団の課題とその処方箋
　⑴では，産学官連携事業として，委託研究の活動と技術移転（TLO）の活動を4Pの観点から整理し，
表４－４のように示した。次に課題を産学官連携事業のスキームに沿って考察していこう。
　そのスキームは，①産と学が有する技術のニーズとシーズをマッチングさせて研究プロジェクトの
内容を決定，②研究プロジェクトの実行（国等の委託研究等への採択），③研究プロジェクトの成果
として製品化技術の確立，企業へ技術移転（TLOによる）というフローとなる（図４－５）。
　したがって，産学官連携事業のスキームに沿って，①委託研究，②TLO，③製品化の順に課題と処
方箋を考察してみよう。
出典：筆者作成
図４−５　産学官連携事業のスキーム
１）委託研究について
　委託研究を産・学の立場で考えると，大学等は委託研究により利益を上げるため，研究経費を考慮
すれば長期の研究を志向する。一方，企業は，製品売上により収益するため，短期的製品化を望む。
また，財団も，技術移転により利益を上げるため，技術シーズ誕生はなるべく早いほうがよい。した
がって，大学が研究を進めるスキームと企業や財団が技術シーズを収集する時間的スキームが合致し
ないことが考えられる。
　したがって，財団は，産学間にあるスキームの“溝”を最小限にするよう，委託研究を適正に管理
することが，財団の収益であるロイヤルティの効率的な発生に繋がる。
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　また，財団は岡山県の外郭団体であり，県が進める財政構造改革において経営基盤強化（自立性の
向上）等を掲げている。
　これらの点から，今後の財団における研究開発事業には，経営資源の有効活用と委託研究の適正管
理が重要であると考えられる。
　そこで，この課題の処方箋として，研究開発事業におけるキャッシュフローのバランス，つまり，
資金流入量と資金流出量に着目して，財団の産学官連携を進めている研究分野を当てはめて，考察し
てみよう18。
　まず，資金流入量は，国等から研究開発のために調達する委託料や補助金，技術シーズの技術移転
によるロイヤルティがある。分野によって格差があるため，年平均委託費用（大学への委託費用÷委
託期間（年））とする。
　また，資金流出量は，大学等へ研究開発を委託する費用がある。実質的収入はロイヤルティである
ため，ロイヤルティ貢献度（ロイヤルティ÷（国等からの委託料や補助金））とする。
　そして，横軸を資金流入量，縦軸を資金流出量とするマトリックスに研究分野を当てはめた（図４－
６）。
　そうすると，年平均委託費用とロイヤルティ貢献度の高低によって，①平均費用，ロイヤルティが
ともに高い（A），②平均費用が高く，ロイヤルティが低い（B），③平均費用が低く，ロイヤルティ
が高い（C），④平均費用，ロイヤルティがともに低い（D），という４つの象限に分けられる。
18　この考察については，PPM （Product Portfolio Management）の考え方を参考とした。参考までにとどめたのは，通常，
PPMでは，横軸は市場シェア（資金流入量），縦軸は市場の成長率（資金流出量）として分析をするが，そのままでは
財団の委託研究に対応した適切な項目が考えにくいことや，縦軸の委託費用という資金流出があった後に，ロイヤルティ
という資金流入が生じるという「両軸間の時間差」があり，PPMの仕組みそのままを導入することには無理があると考
えられるためである。なお，PPMについては，JC. アベグレンほか（1977）を参照。
出典：筆者作成
図４−６　財団の委託研究分野におけるキャッシュフローのバランス
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図４−６　財団の委託研究分野におけるキャッシュフローのバランス
産学官連携における中間媒介組織のマーケティング論的研究 341
　そこで，前章の事例において特徴的な分野と思われる食品分野と医療・医薬分野の研究プロジェク
トが占める範囲を上図４－６に示すと，食品分野は「C」,「D」の範囲，医療・医薬分野は「A」,「B」
の範囲と考えられる。
　各分野における範囲の考え方を示すと，まず，食品分野は，図４－３で表したパターンのうち，パ
ターン③が多く該当する分野である。つまり，既に製品化技術は確立されており，量産化技術の開発
を進めていく段階となっていくことから，比較的早く製品化される分野と考えられる。また，委託費
用が少なく，かつ市場投入までの時間が短いため，ロイヤルティ収入も早く発生すると考えられる。
　次に，医療・医薬分野は数多くの実験や関係機関による認可に時間を要し，製品化（新製品の誕生）
までの委託費用は高額となると考えられる。また，ロイヤルティ収入は，特許期間が長く，収益期間
も長期と考えられるため，高くなると考えられる。
　そこで，２つの分野についてA〜Dの各部分の属性を踏まえて考察してみよう。
　まず，食品分野では，仮に「D」に入る研究プロジェクトは，委託費用は少なく，ロイヤルティ貢
献度も低い。ロイヤルティ貢献度が１を下回ることから，研究開発の資金投入よりも研究成果の製品
収入の方が低いことを示す。したがって，財団が推進すべき研究プロジェクトかどうかを検討すべき
であろう19。
　また，医療・医薬分野では「B」，つまり委託費用は高く，ロイヤルティ貢献度が低い研究プロジェ
クトの取扱を検討することになろう。まず，多額な委託費用を負担することが難しい場合，撤退が考
えられよう。しかし，企業ニーズが高く研究プロジェクトとして継続したいのであれば，「A」を指
向する，つまり，ロイヤルティ貢献度を高める必要がある。このためにはロイヤルティを増やし，委
託費用を減らすこととなる。ロイヤルティを早く発生させるためには，技術の早期確立が必要である
から，委託期間を短縮することが有効であると考えられる。しかし，単純に期間を短縮すると資金不
足により逆に委託期間が長くなるという財団の認識を考慮すると，場合によっては，期間を短縮する
ために一時的に研究費用を増額することも考えられよう。したがって，「B」に位置する研究プロジェ
クトは，「A」へ近づけるよう常に研究の進捗や費用を管理し，撤退あるいは維持を検討し続けてい
くことになろう。
　以上のように，研究開発事業において，財団の収益性確保と委託研究の管理方法を検討する上で，
キャッシュフローの観点から資金流入量と資金流出量とのマトリックスのようなものを作成して分析
することが重要と考えられる。そして，研究の進捗や費用の管理を徹底することが望ましいことが確
認された。また，今後，ロイヤルティによる収益が増加し，財団の独自資金による運用が可能となっ
た場合，図４－６のようにキャッシュフローを各研究分野間（矢印①）あるいは，研究分野内（矢印
②）で効率的に配分することも望まれる。
19　既に特許化されていて，製品化が可能であれば，企業ニーズもあると考えられるので，ロイヤルティに関わらず，積
極的に技術移転すべきであろう。また，図４－６ではロイヤルティによる収益性を重視したため，貢献度の基準値を「１」
と設定したが，産学官連携の成果である製品化が低調であれば，基準値を変更することも必要であろう。計算例として，
平成20年度の収支予算書による収入を取り上げると，技術支援部での補助金収入額は104,078千円，岡山TLOの事業収
入額は8,005千円である。したがって，ロイヤルティ貢献度は8,005÷104,078＝0.076となり，１をはるかに下回っている。
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２）技術移転（TLO）について
　岡山TLOは，Product （製品）である県内大学等の既存技術を客体である企業（主に県内企業）に移
転するという「地域型」TLOとして活動している。しかし，大学の技術シーズを必要とする企業や企
業ニーズに合った技術シーズを有する大学が岡山TLOではなく他のTLOに存在する可能性がある。そ
の場合，大学の技術シーズと企業ニーズとのミスマッチ等が発生し，技術移転を進める上での課題と
なっている。
　そこで，財団では４TLOとの業務連携を進めている。この連携協定において特徴的なことは，事業
化で得た利益の一部を「成功協力金」として仲介したTLOに支払うことであり，仲介するTLOのイン
センティブを働かせ，技術移転をより促進させる仕組みである。これは，技術移転収入増による技術
移転事業の黒字化などの健全化を図るために，採算性を改善する一つの工夫である。さらに，今回連
携したTLOでは，連携拡大を指向している20。
　このうち地域型TLOの連携について，理論的には次のように考察できる。つまり，「地域型」とし
てのTLOは，県（域）内大学等や県（域）内企業を“顧客”としているが，「取引総数最小化の原理」
によれば，“顧客”数が増加するにつれて，その原理が有効に働きコスト低減につながること，「技術
シーズ」には普遍性があり，県内外に需要がある可能性があることから，「地域型」としてのTLOの
活動には限界が生じる。そこで，その点を踏まえれば２つの代替案が考えられる。１つは「地域型」
TLOをやめること（地域という枠を外すこと）であり，もう１つは他地域にある「地域型」TLOとの
連携推進である。そして，それらの代替案の中で，岡山TLOを含めた経営資源に限りがある「地域型」
TLOが取り得るのは，地域版TLO同士の連携であろうと考えられる。
　今後は連携の成果として，ミスマッチは多少解消され，TLOの機能は高められていくことになろう
が，新たな課題は発生しないのだろうか。
　財団の認識では，地域型TLOが連携拡大すれば，岡山TLOの会員を増加させるには，岡山TLOに魅
力ある技術シーズを揃えていくことが必要であり，また，現在２名のコーディネータでは，連携で増
えた技術シーズを企業，特に中小企業へ紹介するコーディネート活動に限界があるという。この点を
表４－４の4P整理表で考えてみよう。
　まず，Product （製品）である技術シーズについては，連携TLOの扱うものが新たに増加する。そう
すると，岡山TLOの有する技術シーズに魅力がないと，他TLOの技術シーズに取って代わる。したがっ
て，魅力向上のためには，Productそのものである技術シーズの質的，量的向上が求められる。例えば，
平成20年11月には，就実大学・就実短期大学と技術移転に関する連携協定を結ぶこと21など，Product
の増加には県内大学等の連携が不可欠と考えられる。
20　成功協力金の内容は，収入を得たTLOが30％（上限1,000万円）を支払うもので，経済産業省によると，こうした契約
による連携は全国初という。（平成20年10月３日沖縄タイムズ（朝刊）「特許DB化　広域で共有／沖縄TLOなど協定／ 
運用開始　地域活性化狙う」http://www.okinawatimes.co.jp/news/2008-10-03-M_1-009-1_001.html）を参照。
　　なお，詳細については，平成20年10月３日付け，日経BP知財Awareness「承認TLOの山口TLOなどの₅TLOが技術移転
協力を開始」http://chizai.nikkeibp.co.jp/chizai/etc/20080729.html，平成20年11月24日付け，日本経済新聞朝刊「四国TLO
域外に活路」を参照。
21　平成20年11月20日　山陽新聞朝刊　「就実大「成果を地域還元」TLOと技術移転協定」
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の場合，大学の技術シーズと企業ニーズとのミスマッチ等が発生し，技術移転を進める上での課題と
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　そこで，財団では４TLOとの業務連携を進めている。この連携協定において特徴的なことは，事業
化で得た利益の一部を「成功協力金」として仲介したTLOに支払うことであり，仲介するTLOのイン
センティブを働かせ，技術移転をより促進させる仕組みである。これは，技術移転収入増による技術
移転事業の黒字化などの健全化を図るために，採算性を改善する一つの工夫である。さらに，今回連
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　財団の認識では，地域型TLOが連携拡大すれば，岡山TLOの会員を増加させるには，岡山TLOに魅
力ある技術シーズを揃えていくことが必要であり，また，現在２名のコーディネータでは，連携で増
えた技術シーズを企業，特に中小企業へ紹介するコーディネート活動に限界があるという。この点を
表４－４の4P整理表で考えてみよう。
　まず，Product （製品）である技術シーズについては，連携TLOの扱うものが新たに増加する。そう
すると，岡山TLOの有する技術シーズに魅力がないと，他TLOの技術シーズに取って代わる。したがっ
て，魅力向上のためには，Productそのものである技術シーズの質的，量的向上が求められる。例えば，
平成20年11月には，就実大学・就実短期大学と技術移転に関する連携協定を結ぶこと21など，Product
の増加には県内大学等の連携が不可欠と考えられる。
20　成功協力金の内容は，収入を得たTLOが30％（上限1,000万円）を支払うもので，経済産業省によると，こうした契約
による連携は全国初という。（平成20年10月３日沖縄タイムズ（朝刊）「特許DB化　広域で共有／沖縄TLOなど協定／ 
運用開始　地域活性化狙う」http://www.okinawatimes.co.jp/news/2008-10-03-M_1-009-1_001.html）を参照。
　　なお，詳細については，平成20年10月３日付け，日経BP知財Awareness「承認TLOの山口TLOなどの₅TLOが技術移転
協力を開始」http://chizai.nikkeibp.co.jp/chizai/etc/20080729.html，平成20年11月24日付け，日本経済新聞朝刊「四国TLO
域外に活路」を参照。
21　平成20年11月20日　山陽新聞朝刊　「就実大「成果を地域還元」TLOと技術移転協定」
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　また，Price （価格）としては，TLO連携のインセンティブにもなっている「成功協力金」は，収入
の発生源そのものを増やす方策であると捉えることができる。また，ロイヤルティにおいては，他の
TLOにはない分野の技術移転によるロイヤルティの高付加価値化が考えられる一方，他のTLOにもあ
る分野では，ロイヤルティの算定方法を改め，低価格とすることなど，ロイヤルティ算定方法の弾力
的な運用も考えられよう。
　このように，Productの増加やPricingの再考などで売り込む技術シーズをより魅力的なものにしても，
売り込む体制が整わないと移転には結びつかない。客体である企業とマッチングさせるというコー
ディネータ，つまりPlace （チャネル）の機能も，Product増加に対応した体制づくりが必要である。そ
こで，コーディネータという人的チャネルに依存したマッチング体制に加え，例えばインターネット
を活用した多人数対応可能な非人的チャネルを設ければ，コーディネータの負担軽減に繋がると考え
られる。
３）製品化（TLOの中期的成果）について
　委託研究や産出された技術シーズは，多大な時間や費用を費やし，産学官連携の成果である新製品
として市場へ供出されるが，消費者ニーズと合わなければ製品は売れず，収益に結びつかない。さら
に，成功事例が伴わなければ，企業の産学官連携へのインセンティブが低下し，産学官連携の推進が
難しくなってしまうだろう。したがって，製品化においては，消費者ニーズとのマッチングを考えて
いく必要がある。
　前章において，財団の認識としては，自動車分野における消費者ニーズにあった製品づくりについ
て，メーカー側が消費者ニーズを把握しているという前提から，ディーラーを研究開発に参入させる
必要はないとしている。
　しかし，自動車産業は系列化が進み，メーカーごとに販売店を整備しているため，他の業界と比べ
てメーカー側が消費者ニーズを取り込みやすい特性があると考えられる。
　したがって，自動車産業以外の産業分野，あるいは，大企業ではなく中小企業であっても，自動車
産業と同じようにメーカーが正確な消費者ニーズを把握できているかどうかは不明であり，そのよう
な前提は成り立ちにくい。
　そこで，メーカーが正確な消費者ニーズを把握しにくい状況の中で，消費者ニーズにあった製品づ
くりを進めていくにはどうすればよいかという課題について，製品ライフサイクルを踏まえて考察し，
処方箋を考えてみよう。
　まず，産学官連携により製品化されたものは，今まで市場にはない新製品である。したがって，新
製品の販売をする際の製品ライフサイクルを見ていくことになる。
　新製品の製品ライフサイクルの位置は，「市場導入期」にあたり，プッシュ型プロモーションが重
要な役割を果たし，その役割を担うのが選択的流通チャネルである。そこで，メーカーは，流通チャ
ネルに対し，新製品の機能，使い方，効果などを詳しく，正確に顧客へ伝えるため，販売前に機能等
十分把握してもらう必要がある。一方，流通チャネルは，消費者ニーズを最もよく把握している。そ
こで，メーカーは，流通チャネルへの製品説明だけでなく，消費者ニーズの情報を取り込み，より消
費者ニーズにあった製品を作ることが望まれる。
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　したがって，流通チャネルの参画は，製品発表段階よりも早い段階，つまり，製品開発プロセスの
中へ取り込む仕組みを検討する必要性が浮かび上がる。そうすれば，より消費者ニーズにあった製品
づくりが可能となると考えられる。特に，経営資源が限られ，不確実性低減が求められる中小企業と
の連携による製品化には，検討すべきであろう。
　また，市場導入期は，支出超過となりうる時期でもあり，資金面の支援が必要である。財団では，
事業化には，「産学官に加えて金（金融機関）の連携が必要」として，金融機関と連携を進めている。
この点から，製品開発の資金的側面はサポートされており，今後は情報的側面をサポートする流通企
業の参画により，事業化が促進すると考えられる。
　ただし，流通企業が製品開発プロセスのどの段階で参画すべきかについては，製品によって参画し
やすい段階がそれぞれ異なると考えられるため，特定することは難しい。
５．結びに代えて
　以上本稿では，産学官連携をスムーズに推進していくためには，産学官それぞれの組織を“顧客”
とする中間媒介組織が各組織のニーズに適応し，“顧客満足”を得られるようにしていく必要がある。
そこで，マーケティング論的視角から，課題の発見，問題の解決を考えると的確に捉えることができ
るのではないかと考えた。まず，２章において，本研究を進めるにあたって，既存研究を整理し，マー
ケティング論的視角からの研究がほとんどないことを確認した。次に３章では，事例として財団法人
岡山県産業振興財団の産学官連携事業を概観した後，４章において，流通論的視角による産学官連携
事業での財団の存在意義を検討した上で，マーケティング論的視角から産学官連携事業の課題とその
処方箋をそれぞれ考察した。
　本章では，前章において考察した結果を踏まえ，明らかになったことと，残された課題を整理し，
結びとしたい。
5−1　明らかになったこと
　本稿では，事例として取り上げた財団の行う産学官連携事業について，委託研究と技術移転（TLO）
を進めていく上での課題と処方箋を考察した。これらについて改めて整理すれば次のようになる。
⑴　委託研究について
　キャッシュフローの観点から，例として，資金流入量と資金流出量とのマトリックスを作成して分
析することを提案した。そして，研究の進捗や費用の管理を徹底することが望ましいことが確認され
た。また，今後，ロイヤルティによる収益が増加し，財団の独自資金による運用が可能となった場合，
キャッシュフローを各研究分野間あるいは研究分野内で効率的に配分することも望まれる。
⑵　技術移転（TLO）について
　地域型TLOの連携によって，大学の技術シーズと企業のニーズのミスマッチは多少解消されていく
だろうが，技術シーズを企業へ紹介するコーディネータ業務の増加等，新たな課題も発生しているこ
とを述べた。これらへの対応として4Pに整理した上で，技術シーズの魅力向上の方策として4Pの要
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処方箋をそれぞれ考察した。
　本章では，前章において考察した結果を踏まえ，明らかになったことと，残された課題を整理し，
結びとしたい。
5−1　明らかになったこと
　本稿では，事例として取り上げた財団の行う産学官連携事業について，委託研究と技術移転（TLO）
を進めていく上での課題と処方箋を考察した。これらについて改めて整理すれば次のようになる。
⑴　委託研究について
　キャッシュフローの観点から，例として，資金流入量と資金流出量とのマトリックスを作成して分
析することを提案した。そして，研究の進捗や費用の管理を徹底することが望ましいことが確認され
た。また，今後，ロイヤルティによる収益が増加し，財団の独自資金による運用が可能となった場合，
キャッシュフローを各研究分野間あるいは研究分野内で効率的に配分することも望まれる。
⑵　技術移転（TLO）について
　地域型TLOの連携によって，大学の技術シーズと企業のニーズのミスマッチは多少解消されていく
だろうが，技術シーズを企業へ紹介するコーディネータ業務の増加等，新たな課題も発生しているこ
とを述べた。これらへの対応として4Pに整理した上で，技術シーズの魅力向上の方策として4Pの要
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素に応じて例示した。Product （製品）では，技術シーズの質的，量的向上が必要ではないかと考えら
れる。また，Price （価格）では，他のTLOにもある分野では，ロイヤルティを低価格とすることなど
ロイヤルティ算定方法の弾力的な運用が望ましい。さらに，Place （チャネル）では，例えばインター
ネットを活用した多人数対応可能な非人的チャネルを設ければ，コーディネータの負担軽減に繋がる
と考えられる。
⑶　製品化（TLOの中期的成果）について
　産学官連携により製品化されたものは新製品であることから，製品ライフサイクルにおける市場導
入期のマーケティングの考え方によれば，選択的流通チャネルによるプッシュ型プロモーションが効
果的である。また，その流通企業は，消費者ニーズも把握している。したがって，産学官連携をより
成功に導くためには，メーカーがより消費者ニーズにあった製品づくりをすることが必要であり，そ
のためには，製品発表段階よりも早い段階，つまり製品開発の段階から流通企業を参入させることが
望ましい。
5−2　残された課題
⑴　本稿の考察対象の中で残された課題
１）委託研究について
　委託研究の管理のあり方を検討する上で，キャッシュフローの観点による分析を提案したが，各研
究分野における具体的な研究プロジェクトがどの位置に入るのかについては，各研究プロジェクトに
要する費用等，内容を細かく把握した上で分析する必要があろう。
２）技術移転（TLO）について
　TLOの連携によって，4PにおけるPlace （チャネル）において，企業へ技術シーズを結び付けるコー
ディネータという人的チャネルの他に多人数に対応できる非人的チャネルの検討を示したところであ
るが，中間媒介組織のコーディネータに関する先行研究が少なからずあるため，それらを踏まえて，
研究を進めていく必要があろう。
３）製品化（TLOの中期的成果）について
　流通企業を製品開発プロセスの中へ取り込む仕組みを検討する必要性について述べたが，流通企業
が製品開発プロセスのどの段階で参画すべきかについては，連携先企業の規模，研究分野や研究プロ
ジェクトの内容などによって，適切な参画段階が異なるものと思われるため，さらなる検討が必要で
ある。
⑵　本稿では触れられなかったものの今後研究すべき課題
１）4Pの分析について
　本稿では，財団の産学官連携事業を4Pの視角から分析し，いくつかの重要なインプリケーション
を抽出したが，4P全てについて，網羅的には検討していない。特に，委託研究では，Place （チャネル）
及びPromotion （プロモーション）を考察するに至っていない。したがって，4Pによる分析を更に意義
あるものとするためには，これらを含めた本稿で考察されていない点について，研究を進めていくこ
とが必要である。
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２）他の中間媒介組織について
　本稿では，中間媒介組織として財団の活動事例を取り上げたが，財団の他にも，例えば，金融機関
や公設試験研究機関等，中間媒介組織として機能できる機関が考えられる。したがって，それぞれの
機関がどのような位置づけとなるかについて考察することも必要であろう。
　本稿は，大学院社会文化科学研究科矢吹研究室において，筆者（2009年３月修了）が執筆した修士
論文（研究報告書）（小谷（2009））を加筆修正しとりまとめたものである。
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２）他の中間媒介組織について
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